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ご確認ください。）

　東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

　（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、
　　「銘柄名（会社名）」に「エフアンドエム」又は「コード」に当

社証券コード「４７７１」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧
書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招
集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

第34期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第34期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申
し上げます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提
供措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェ
ブサイトに掲載しておりますので、以下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確
認くださいますようお願い申し上げます。

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東
証）のウェブサイトにも掲載しておりますので、以下よりご確認ください。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面（郵送）によって議決権を行使するこ
とができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、本招集ご通
知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただ
き、2024年６月25日（火曜日）午後５時までに到着するよう、ご返送くださいま
すようお願い申し上げます。

敬　具
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１．日 時 2024年６月26日（水曜日）午後２時
２．場 所 大阪府吹田市江坂町１丁目23番38号

Ｆ＆Ｍビル７階　大阪本社セミナールーム
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １. 第34期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）事業報
告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連
結計算書類監査結果報告の件

２. 第34期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）計算書
類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。)７名選任の件
第４号議案 監査等委員である取締役１名選任の件

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議
案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取
り扱いいたします。

記

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申し上げます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェブサイト及
び東証ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。

◎今後の状況により、株主総会の運営に大きな変更が生じる場合は、前述の当社ウェブサ
イト内においてお知らせいたします。

◎法令に基づき書面交付請求をいただいた株主様には、本株主総会招集ご通知を書面にて
交付いたします。なお、本株主総会におきましては、書面交付請求をいただいていない
株主様にも同書面を送付いたします。
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（ 2023年４月１日から
2024年３月31日まで ）

事　 業　 報　 告

１．当社グループの現況

(1) 事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度における我が国経済は、株式相場など金融市場が好材

料となったものの、物価高騰にともなう消費者の節約志向の高まりや、

製造業の停滞などの要因から悪材料となり、小幅ながら悪化傾向にあり

ます。また、ウクライナへの軍事侵攻の長期化、中東情勢の悪化、およ

び円安等による原油、原材料、物価が高騰する一方で価格転嫁が進まな

いことにより、厳しい経営環境に置かれています。

　このような経済状況のもと、当社グループは引き続き主要事業の会員

数の増加およびサービス内容の拡充と業務の効率化に取り組んでまいり

ました。

　この結果、当連結会計年度の経営成績は、売上高148億61百万円（前

連結会計年度比17.0％増）、営業利益21億28百万円（同18.2％減）、経

常利益21億43百万円（同18.2％減）、親会社株主に帰属する当期純利益

16億９百万円（同14.5％減）となりました。

　セグメント別の経営成績は次のとおりであります。

　なお、当連結会計年度より、報告セグメントの区分を変更しており、

以下の前年同期比較については、前年同期の数値を変更後のセグメント

区分に組み替えた数値で比較しております。

（ⅰ）アカウンティングサービス事業

　アカウンティングサービス事業は、生命保険営業職員を中心とする個

人事業主及び小規模企業に対する記帳代行等の会計サービスになりま

す。同事業では、各生命保険会社が新入社員向けに随時行っている研修

への参加による営業機会の確保に注力いたしました。その結果、当連結

会計年度末（2024年３月31日）の会計サービス会員数は92,045名（前連

結会計年度末比7,990名増）となりました。
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　この結果、アカウンティングサービス事業における当連結会計年度の

売上高は43億92百万円（前連結会計年度比11.0％増）、営業利益は12億

86百万円（同0.8％増）となりました。

（ⅱ）コンサルティング事業

　コンサルティング事業は、中堅中小企業の総務経理部門に対する各種

情報提供サービスの「エフアンドエムクラブ」、ISO及びプライバシー

マークの認証取得支援、「ものづくり補助金」や「事業再構築補助金」

をはじめとした補助金申請支援等になります。

　「エフアンドエムクラブ」については、2024年３月末時点で213行庫

の地域金融機関と連携契約しております。連携済みの金融機関には、好

連携事例の共有や勉強会の開催、結果報告などによる情報共有の強化に

よって稼働促進を図ることで、営業機会の増強に努めました。また、引

き続き中小企業経営者から非常に高い注目を集めている「事業再構築補

助金」などの補助金活用を切り口とした提案を行いました。加えて、常

態化している人手不足を解消するため積極的に採用活動を行いたい企

業、労務管理を適切に行うことで就業環境を整備したい企業、公的支援

制度を漏れなく活用したい企業などの経営者ニーズを掴んだことが、新

規の会員獲得に貢献しました。会員企業向けには、月に一度企業ごとに

設備投資の予定、事業承継や企業ごとの退職金・支給手当の有無を確認

し、その回答に応じてタイムリーなフィードバックを行いました。ま

た、会員の従業員教育の一環として、コンプライアンスや時事問題をテ

スト形式で提供するサービスの提供を開始しました。加えて、他社の取

り組み事例や業界の課題を共有する業種別のオンライン交流会を開催し

ました。個社ごとの状況を把握している担当者だけではなく、担当者頼

みにならないサポート体制を構築することで、継続的にサービスをご利

用いただけるよう支援を行っております。その結果、当連結会計年度末

（2024年３月31日）のエフアンドエムクラブ会員数は11,192社（前連結

会計年度末比2,145社増）となりました。

　ISO及び第三者認証取得支援については、個人情報保護法の改正やサ

イバー攻撃等による情報セキュリティニーズによるプライバシーマーク

およびISO27001、食品安全衛生意識の高まりにより企業間取引に

HACCP・FSSC22000、自動車部品製造業サプライチェーンの品質面の強化
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補助金名 回次 採択数

ものづくり補助金

14次 81件

15次 59件

16次 71件

17次 ※

18次 ※

事業再構築補助金

第８回 231件

第９回 139件

第10回 147件

第11回 103件

のためISO9001の認証取得支援が増加傾向にあります。また公共工事へ

の参入を目的にISO9001およびISO14001の取得が増加しています。これ

らの旺盛なニーズへの対応に注力しました。

　「ものづくり補助金」や「事業再構築補助金」をはじめとした補助金

受給申請支援については、令和元年度補正予算・令和３年度補正予算

「ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金」として、2024年

１月に16次締切分の採択結果が発表となり、71件が採択されました。17

次締切分、18次締切分については採択結果の発表を待っており、特に17

次締切分については当連結会計年度での計上を見込んでいたことから、

業績に影響を与えることとなりました。また、「事業再構築補助金」

は、2024年２月に第11回締切分の採択結果が発表になり、103件が採択

されました。なお第11回締切分の全国の採択率は26.5％と過去最低水準

を記録する大変厳しいものとなりました。「事業再構築補助金」につい

ては、2023年11月に実施された行政レビューを元に、支援枠を６枠から

３枠に簡素化、コロナ債務を抱える事業者に加点措置、事前着手制度の

原則廃止といった見直しがなされて、2024年４月23日より第12回締切分

の公募が開始しておりますが、同締切分は当連結会計年度での公募とな

らなかったことが、業績に影響を与えました。

※　採択結果は発表待ちの状態です（2024年４月30日現在）。

　この結果、コンサルティング事業における当連結会計年度の売上高は
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59億34百万円（前連結会計年度比9.5％増）、営業利益は12億70百万円

（同34.1％減）となりました。

（ⅲ）ビジネスソリューション事業

　ビジネスソリューション事業は、士業向けコンサルティング、及び企

業・士業向けITソリューションの提供等になります。

　士業向けコンサルティングは、認定支援機関である税理士・公認会計

士事務所の対応力向上を支援する「経営革新等支援機関推進協議会」等

となります。

　「経営革新等支援機関推進協議会」では、コロナ禍によって強まった

中小企業からの優遇税制支援や財務支援要請に対応するためのノウハウ

を必要とする税理士・公認会計士の継続的なニーズが、営業機会の確保

につながりました。その結果、当連結会計年度末（2024年３月31日）の

「経営革新等支援機関推進協議会」の会員数は1,708件（前連結会計年

度末比30件増）となりました。

　企業・士業向けITソリューションの提供としては、人事労務クラウド

ソフト「オフィスステーション」シリーズの販売となります。「オフィ

スステーション」シリーズは、社会保険労務士や税理士向けの「オフィ

スステーション Pro」、企業向けの「オフィスステーション マイナン

バー」「オフィスステーション 労務」「オフィスステーション 労務ラ

イト」（「労務」の機能を一部制限して無料提供）「オフィスステーシ

ョン 年末調整」「オフィスステーション 給与明細」「オフィスステー

ション 有休管理」「オフィスステーション 勤怠」（2023年４月リリー

ス）で構成されています。社会保険労務士事務所マーケットの深耕につ

いては、大規模事務所向けのパッケージプランの提案を進めました。大

規模事務所からのニーズが強かった事務組合機能をリリースしたことに

より、社会保険労務士事務所が求める一定程度の利便性を提供できる環

境が整ったことが、販売を後押ししています。既存事務所に向けては、

引き続き主に大規模事務所を対象としたハイタッチフォローを継続して

行い、事務所での稼働を促進しました。企業向けには、販売代理店とな

るパートナー企業での定期的な勉強会の開催や主催イベントへの参加、

大規模展示会への出展により、商談数の増加につなげました。また複数

プロダクトを同時に提案することで、営業効率を上げることにも注力し

ました。合わせて都市部ではタクシー広告を展開することで価値遡及を

行いました。「オフィスステーション 年末調整」については、入力さ

れた情報からふるさと納税の上限額の目安を表示し、連携したふるさと
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納税サイトへ誘引する機能を追加しました。情報の取りまとめを行う労

務担当者の利便性向上だけではなく、導入企業の従業員のベネフィット

を追求し、継続して選ばれるプロダクトを目指しました。また、新規の

商談案件についてはフィールドセールスとカスタマーサクセスが連携を

密にすることで、リードタイムの短縮や成約率向上に努めました。特に

カスタマーサクセスについては、一社あたりのユーザー数を増大させる

ことに加え、クロスセルの取り組みに注力しました。その結果、当連結

会計年度末（2024年３月31日）の「オフィスステーション」シリーズの

利用は、無料で提供している「オフィスステーション 労務ライト」の

利用を含み、企業が36,731社（前連結会計年度末比10,718社増）、士業

が3,013件（同546件増）となりました。

　この結果、ビジネスソリューション事業における当連結会計年度の売

上高は41億31百万円（前連結会計年度比40.5％増）、営業利益は５億48

百万円（同69.8％増）となりました。

（ⅳ）不動産賃貸事業

　不動産賃貸事業は、当社が所有するオフィスビルの賃貸収入で安定し

た収益を計上しております。当連結会計年度の売上高は１億６百万円

（前連結会計年度比3.6％減）、営業利益は30百万円（同4.6％増）とな

りました。

（ⅴ）システム開発事業

　システム開発事業は、連結子会社エフアンドエムネット株式会社のシ

ステム開発事業等になります。前連結会計年度まではその他事業として

区分していたものです。エフアンドエムネットでは、「オフィスステー

ション」シリーズを中心としたエフアンドエムが販売する商品などのグ

ループ内向け開発が大部分を占めました。

　この結果、システム開発事業における当連結会計年度の売上高は２億

35百万円（前連結会計年度末比25.2％増）、営業利益は77百万円（同

21.7％増）となりました。

（ⅵ）その他事業

　その他事業は、パソコン教室の本部運営及びFC指導事業等になりま

す。パソコン教室の本部運営及びFC指導事業においては、受講生に対す

る積極的なカウンセリング、資格取得のためのサポートなどを強化する

ことで継続率の向上に努めました。

　この結果、その他事業における当連結会計年度の売上高は60百万円
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事業区分 金額（千円） 構成比(％) 前期比(％)

アカウンティングサービス事業 4,392,990 29.6 11.0

コンサルティング事業 5,934,866 39.9 9.5

ビジネスソリューション事業 4,131,654 27.8 40.5

不動産賃貸事業 106,688 0.7 △3.6

システム開発事業 235,159 1.6 25.2

事業区分計 14,801,358 99.6 17.3

その他事業　（注）２ 60,410 0.4 △28.9

合　計 14,861,769 100.0 17.0

（前連結会計年度比28.9％減）、営業利益は５百万円（同31.7％減）と

なりました。

　　　事業区分別営業収入の状況

（注）１. 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

２. 「その他事業」の区分は、パソコン教室の本部運営及びFC指導事業等を含

んでおります。

－ 8 －



事業の名称 投資内容 金額（千円）

アカウンティングサービス事業 業務システム等開発 230,398

コンサルティング事業 業務システム等開発 148,142

ビジネスソリューション事業 販売用システム等開発 1,185,348

全社

分譲マンション取得 113,805

大阪本社ビル設備 96,987

OA機器等入替 62,254

②　設備投資の状況

　当連結会計年度において実施いたしました設備投資の総額は

2,104,544千円で、その主なものは次のとおりであります。

　なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありませ

ん。

③　資金調達の状況

　当連結会計年度中は、資金調達を行っておりません。

区　　分
第31期

(2021年３月期)
第32期

(2022年３月期)
第33期

(2023年３月期)

第34期
(当連結会計年度)
(2024年３月期)

売 上 高 (千円) 8,164,721 10,875,076 12,699,687 14,861,769

経 常 利 益 (千円) 1,237,291 2,256,755 2,621,277 2,143,906

親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益

(千円) 843,426 1,548,227 1,881,341 1,609,218

１株当たり当期純利益 (円) 58.33 106.23 128.92 110.28

総 資 産 (千円) 9,743,855 12,052,147 13,533,509 15,202,763

純 資 産 (千円) 7,980,391 9,140,015 10,568,198 11,618,215

１株当たり純資産額 (円) 549.13 626.34 724.22 796.17

(2) 財産及び損益の状況

（注）１. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式を控除した株式数）に

より算出しております。また、１株当たり純資産額は期末発行済株式総数（自己株式

を控除した株式数）により算出しております。
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２. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第32期

の期首から適用しており、第32期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計

基準等を適用した後の指標等となっております。

会 社 名 資 本 金
当 社 の
出 資 比 率

主 な 事 業 内 容

エフアンドエムネット株式会社 58,000千円 100.0％
システム開発・インターネット
コンテンツ企画

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

(4) 対処すべき課題

　国内景気は、株式相場など金融市場が好材料となったものの、物価高騰に

ともなう消費者の節約志向の高まりや、製造業の停滞などの要因から悪材料

となり、小幅ながら悪化傾向にあります。また、ウクライナへの軍事侵攻の

長期化、中東情勢の悪化、および円安等による原油、原材料、物価が高騰す

る一方で価格転嫁が進まないことにより、厳しい経営環境に置かれていま

す。事業運営においては、自動化、生産性向上のためのデジタル化の促進、

人材の採用・育成、従業員の賃上げなど働く環境の整備も喫緊の課題となっ

ております。

　特に中小企業においては、ゼロ金利政策の解除により借入金利の上昇に伴

う経営状況の悪化が懸念されており、中小企業経営は大きな転換期を迎えて

おります。これらの外部環境の変化に適応し、企業を発展させていくために

は、自社の強みを生かしたビジネスモデルの構築、省人化・デジタル化によ

る労働生産性の向上、全社員一丸で取り組む経営体制が不可欠となります。

2024年11月に成立した令和５年度補正予算では、継続的な賃上げを促進する

ための中小企業等の支援として、6,000億円の予算が組まれました。政府と

してもポストコロナ時代の経済社会に対応し、危機に強い事業構築のための

取り組みを支援することで、中小企業の付加価値向上や賃上げを早期に実現

することを目指しております。当社グループではこうした政府方針に対し全

面的に賛同し、推進の一翼を担うべく、取り組んでまいります。
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　また、税分野においては「インボイス制度」が導入され、これに対応する

ためには請求書や領収書のデジタル化、キャッシュレス対応を促進させてい

く必要があります。さらに、2023年12月に電子帳簿保存法の義務化猶予期間

が終了し、2024年１月からは電子取引に関する電子データの保存に対応する

ことが求められております。前者により適格請求書発行事業者の登録や消費

税申告者が増加し、後者によって業務及び経理フローの見直しに迫られてお

ります。加えて社会保険手続きの電子化については、社会保険の適用範囲の

拡大が進み、2024年10月からは51人以上の企業にも適用されることに伴い申

請業務が増大してまいります。これらの事象は、企業の管理部門はもとよ

り、税理士・会計士業界、社会保険労務士業界においても増加する業務量へ

の対処が求められていることから、事業経営の転換期を迎えているといえま

す。このことにより、マーケットは拡大すると捉えております。法改正が企

業の負担になるのではなく、既存オペレーションを見直し、業務の効率化を

促進し、当社グループが一層社会に貢献できるよう、取り組んでまいりま

す。

　社会全体のデジタル化の促進により、あらゆる企業がデジタル社会に最適

化するために、バックオフィス業務の外部委託やITツールの活用促進の動き

が強まってきております。この流れは当社グループが提供する「オフィスス

テーション」にとってはマーケットの拡大であり、事業の成長速度を加速さ

せる機会と捉えております。当社グループが創業以来一貫してバックオフィ

スに特化したコンサルティングサービスを提供してきたノウハウを「オフィ

スステーション」の開発に生かし、中小企業の労働生産性向上に寄与してま

いります。

　今後も各事業間のシナジーを高め、さらなるワンストップ・サービスの構

築を図ってまいります。

①　チャネルの深耕とさらなるシナジーを生む事業体制の強化

　当社グループはバックオフィスの業務改善により、事業経営の持続的な成

長を支援することを使命として事業活動を展開しております。

　経営力向上を目的とした事業計画の作成、助成金及び補助金などの公的支

援活用、一層厳しさが増している環境下での採用、全社一丸となって経営課

題に取り組む体制構築をするための教育、法改正に伴い煩雑化する労務管理

など、バックオフィスにかかわる事業課題は多岐にわたっております。これ

らの経営支援を行う上で金融機関や税理士・公認会計士・社会保険労務士は
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非常に重要な役割を担っており、継続的な伴走型の支援が必要とされており

ます。当社グループは全国の地域金融機関をパートナーとしている点、税理

士・公認会計士及び社会保険労務士の会員ネットワークを持つ点は、ほかに

はない強みであると認識しております。パートナーとの連携を強化・深耕す

ることで、それぞれのパートナーの強みを最大化し、中小企業の課題解決に

貢献してまいります。

②　業務効率化による利益率向上への取り組み

　利益率向上のための取り組みとして、業務処理工程の見直し、高度な判断

を必要としない比較的単純な情報処理、顧客からの問い合わせ等に対する一

次対応、顧客属性に合わせた情報発信などへのITの積極活用を継続してまい

ります。

　また、属人的なサービス提供は品質に均一性を欠くのに加え、量的・質的

限界を迎えやすくなります。オペレーション分野での効率化追求だけではな

く、営業分野においても効率化や提案内容の統一化を進め、より多くの顧客

に効率的にアプローチできる体制を整備してまいります。あわせて、全社的

に属人的なスキルやノウハウに頼らないサービスを追求することで、効率化

だけではなく高品質サービスの提供につなげてまいります。求められている

のは画一的ではなくパーソナライズされたサービスであると認識しており、

顧客のエンゲージメントを高めていくため、蓄積データの活用や顧客との接

点を戦略的に組み合わせて顧客満足の向上に努めてまいります。

③　付加価値の高いサービスの開発

　「オフィスステーション」シリーズは、コロナ禍により加速したHR領域で

の従業員情報の管理、時季によって発生する業務のIT化などに対応すべく、

機能開発ならびにシリーズ展開を行ってまいりました。

　企業の管理部門では、入社・退社に伴う各種申請、社会保険・年金の申

告、年末調整などに伴い、従業員個人の身上情報、給与、企業内での資格取

得・昇進情報の登録・変更・確認などの業務が行われております。これらの

事象にあわせてHR領域では多くのツールが出現してまいりました。しかしな

がら企業側では、利便性を求めて導入したはずが、複数のソフトウエアを併

用することによる情報連携の複雑化、既存ツールとの機能重複などの事象が

発生しております。そのような現状を踏まえ、当社グループでは導入を検討

する企業が自社にとって必要な機能ごとに導入できるよう、アラカルト方式
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の販売を行っております。それを前提として開発の優先順位を検討すると共

に、顧客生涯価値（LTV）の最大化を企図した機能改善の開発をすすめてま

いります。さらに、オフィスステーションシリーズを導入した企業のIT化に

よる管理部門の課題解決や生産性向上を促すためには、使いこなせる状態に

まで導くことが必要とされます。カスタマーサクセスの体制を強化すること

で、システム導入から実装まで伴走支援に努めてまいります。

④　優秀な人材の確保と育成

　当社グループの今後のさらなる成長を実現するためには、優秀な人材の確

保及び育成が重要な課題であると認識しております。当社グループの唯一最

大の財産は「人」であるため、採用後は「他社で３年で学ぶことを１年でマ

スターする」の教育方針に基づき、営業力・人間性・知識業務理解の面から

３倍速の成長を支援しております。各人が能力を開発することが提供サービ

スの品質向上を加速させ、経営成績向上の重要な原動力となります。テレワ

ークの推進、育児・介護等と仕事が両立しやすい環境の整備、有給休暇取得

の促進、成果を正当に評価する仕組みの構築を進めるなどして、全社員の能

力が最大限発揮できる環境づくりを行うことで、組織体制の強化に取り組ん

でまいります。あわせて、当社の経営理念に共感し、高い意欲を持った人材

を採用するために積極的な新卒・キャリア採用活動を行い、早期に戦力化す

るための育成体制を強化することで、持続的な成長を支える重要資本である

人材に対する中長期的な投資を継続してまいります。

⑤　セキュリティ体制の強化

　当社グループは、提供するサービスに関連してユーザー企業の機密情報や

個人情報を取り扱っております。継続的に安心してサービスをご利用いただ

くためにもセキュリティ監視体制を自社のみで実施するのではなく、外部業

者による脆弱性の確認を継続して実施し、必要な対策をとってまいります。

また、当グループは情報セキュリティ基本方針を定めており、この方針にし

たがって情報資産を管理、保護しております。引き続き、全従業員への教

育・研修を実施し、セキュリティ体制の強化に努めてまいります。

⑥　コーポレート・ガバナンスの強化

　持続的な成長と中長期的な企業価値向上を図るためには、コーポレート・

ガバナンスが適切に機能することが不可欠であると認識しております。当社
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グループが事業活動を行う上では、顧客の個人情報や過去に当社グループと

取引のあった企業を含む会員企業の各種機密情報等を扱うことが多くありま

す。外部からの不正な手段によるコンピューター内への侵入や、従業員等の

過誤によりこれらの情報が漏洩した場合、当社グループの著しい社会的信用

低下を招き、その結果、経営成績や財政状態に重大な影響を及ぼす可能性が

あります。これらのリスクを回避するため、業務フローの厳格な運用、継続

的かつ定期的な情報管理及びインサイダー取引に関する社内教育の実施、保

管データへのアクセス制限などのシステム運用整備、データを取り扱う外部

委託先に対する秘密保持契約の取り交わしを行っております。当社グループ

におけるコーポレート・ガバナンスを機能させ、適正かつ効率的に事業運営

し、事業基盤の強化を図ってまいります。

(5) 主要な事業内容（2024年３月31日現在）

　当社グループは、主に次の事業を行っております。

１．アカウンティングサービス事業

・個人事業主及び小規模企業に対する経理代行を中心とした会計サー

ビス

２．コンサルティング事業

・中堅中小企業の総務経理部門に対する各種情報提供サービス

・ISO及びプライバシーマークの認証取得支援

・「ものづくり補助金」等の補助金受給申請支援

３．ビジネスソリューション事業

・認定支援機関である税理士・公認会計士事務所の対応力向上を支援

する「経営革新等支援機関推進協議会」

・アラカルト型人事労務クラウドソフト「オフィスステーション」シ

リーズの販売

４．不動産賃貸事業

・当社が所有するオフィスビルの賃貸

５．システム開発事業

・連結子会社エフアンドエムネット株式会社のシステム開発事業等

６．その他事業

・パソコン教室の本部運営及びFC指導事業
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(6) 主要な営業所（2024年３月31日現在）

①　当社
大阪本社 ：大阪府吹田市
東京本社 ：東京都中央区
名古屋支社：名古屋市中村区
福岡支社 ：福岡市博多区
仙台支社 ：仙台市青葉区
札幌支社 ：札幌市北区
沖縄支社 ：沖縄県那覇市

②　子会社
エフアンドエムネット株式会社
本社 ：大阪府吹田市

事　業　区　分 使　用　人　数 前期末比増減

アカウンティングサービス事業 203（ 39）名 19（ 29）名

コンサルティング事業 333（103）名 84（ 50）名

ビジネスソリューション事業 148（ 53）名 47（ 22）名

不 動 産 賃 貸 事 業 －（ －）名 －（ －）名

シ ス テ ム 開 発 事 業 104（164）名 －（ 29）名

そ の 他 事 業 9（  4）名 2（  1）名

全 社 37（ 21）名 △4（  1）名

合 計 834（384）名 148（132）名

(7) 使用人の状況（2024年３月31日現在）

①　当社グループの使用人の状況

（注）１. 使用人数は就業員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外か
ら当社グループへの出向者を含むほか、常用パートを含んでおります。）であり、臨
時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの短期派遣社員は含み、常用パートは除
いております。）は年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２. 全社として記載されている使用人数は、特定の事業に区分できない管理部門に所属し
ているものであります。

３. 使用人数が前期末と比べて148名増加しましたのは、事業規模の拡大によるもので
す。

４．当連結会計年度より報告セグメントの区分を変更しており、前期末比増減について
は、前期末の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較しております。
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使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

730（220）名 148（103）名 38.0歳 6.8年

②　当社の使用人の状況

（注）１. 使用人数は就業員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含
むほか、常用パートを含んでおります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、
人材会社からの短期派遣社員は含み、常用パートは除いております。）は年間の平均
人員を（　）外数で記載しております。

２. 使用人数が前期末と比べて148名増加しましたのは、事業規模の拡大によるもので
す。

(8) 主要な借入先の状況（2024年３月31日現在）
　該当事項はありません。
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①　発行可能株式総数 50,400,000株
②　発行済株式の総数（自己株式を含む） 15,714,400株
③　株主数 2,332名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 モ リ ナ カ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 6,450,000株 44.20%

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （ 信 託 口 ） 846,700株 5.80%

エ フ ア ン ド エ ム 従 業 員 持 株 会 706,048株 4.84%

光 通 信 株 式 会 社 662,400株 4.54%

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 648,500株 4.44%

G O L D M A N  S A C H S  I N T E R N A T I O N A L
(常任代理人ゴールドマン・サックス証券株式会社)

463,800株 3.18%

森 中 一 郎 453,600株 3.11%

奥 村 美 樹 江 261,800株 1.79%

BNP PARIBAS LUXEMBOURG/2S/JASDEC/FIM/LUXEMBOURG 
F U N D S / U C I T S  A S S E T S
( 常 任 代 理 人 香 港 上 海 銀 行 東 京 支 店 )

255,000株 1.75%

M S I P  C L I E N T  S E C U R I T I E S
(常任代理人モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券株式会社)

92,400株 0.63%

２．会社の現況
(1) 株式の状況（2024年３月31日現在）

④　大株主（上位10名）

（注）１. 当社は、自己株式を1,121,831株保有しておりますが、上記大株主からは除外してお
ります。

２. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等の状況
① 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価とし

て交付された新株予約権の状況
　該当事項はありません。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約

権の状況

　該当事項はありません。

③ その他新株予約権等の状況

　該当事項はありません。
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会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 森 中 一 郎
エフアンドエムネット株式会社取締役
株式会社モリナカホールディングス代表取締役

専 務 取 締 役 小 林 裕 明 営 業 統 括 管 掌

常 務 取 締 役 奥 　 村 　 美 樹 江 管 理 本 部 管 掌

取 締 役 田 辺 利 夫 アカウンティングサービス事業担当

取 締 役 原 田 博 実 コ ン サ ル テ ィ ン グ 事 業 担 当

取 締 役 小 橋 英 治 経 営 サ ポ ー ト 事 業 本 部 本 部 長

取 締 役
（監査等委員・常勤）

本 橋 信 次 －

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

大 野 長 八 大 野 ア ソ シ エ ー ツ 代 表

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

宗 吉 勝 正
宗 吉 勝 正 税 理 士 事 務 所 所 長
株 式 会 社 上 組 社 外 監 査 役

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

山 本 浩 二
大 阪 学 院 大 学 経 営 学 部 長
テイカ株式会社社外取締役（監査等委員）
大阪学院大学大学院商学研究科長

(3) 会社役員の状況

①　取締役の状況　　　　　　　　　　　　　　（2024年３月31日現在）

（注）１. 取締役（監査等委員）大野長八氏、宗吉勝正氏及び山本浩二氏は、社外取締役であり

ます。

２. 取締役（監査等委員）本橋信次氏、大野長八氏、宗吉勝正氏及び山本浩二氏は、以下

のとおり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

・本橋信次氏は、子会社であるエフアンドエムネット株式会社の取締役として長年経

営に携わっていた経験があり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しており

ます。

・大野長八氏は、経営者としての豊富な経験と高い見識に基づいて、財務及び会計に

関する相当程度の知見を有しております。

・宗吉勝正氏は、税理士の資格を有しております。

・山本浩二氏は、大学等における会計分野に関する研究及び教授等を通じて、財務及

び会計に関する専門的な知見を有しております。

３. 情報収集その他監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するために、本橋信次氏

を常勤の監査等委員として選定しております。

４. 当社は、取締役（監査等委員）大野長八氏、宗吉勝正氏及び山本浩二氏を東京証券取

引所に独立役員として届け出ております。
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②　事業年度中に退任した取締役

　2023年６月28日開催の第33期定時株主総会終結の時をもって、取締役

（監査等委員を除く）本橋信次氏、取締役（監査等委員）西川洋一郎氏

は任期満了により退任いたしました。

　なお、本橋信次氏は同総会において新たに取締役（監査等委員）に選

任され就任しました。

③　取締役の報酬等

イ. 役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社は、2021年３月11日開催の取締役会において、取締役の個人別の報

酬等の内容にかかる決定方針を決議しております。なお、当該決定方針の

内容については監査等委員会においても審議され、決議されております。

　また、取締役会は当該事業年度に係る取締役の個人別の報酬等につい

て、報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が当該決定方針

と整合していることや、監査等委員会における審議内容が尊重されている

ことを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しておりま

す。

　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は以下の通りで

す。

ａ．基本報酬に関する方針

　各取締役の基本報酬は、月例の固定金銭報酬とし、当社の業績等を踏

まえ、株主総会で決議した報酬等の総額の範囲内において、各取締役の

役位、職責、職務執行状況等に応じて決定するものと定めております。

ｂ．報酬等の決定の委任に関する事項

　各取締役に支給する金額については、代表取締役社長　森中一郎氏に

基本報酬の額の決定を委任しております。委任した理由は、当社の業績

等を勘案しつつ、各取締役の職務執行状況等の評価を行うには代表取締

役社長が適していると判断したためです。
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区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 を 除 く ） ６名 97百万円

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

５名
(３名）

18百万円
（７百万円）

合 計
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

11名
（３名）

115百万円
（７百万円）

ロ. 当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１. 取締役（監査等委員を除く）の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は

含まれておりません。

２. 取締役の報酬限度額は、2015年６月25日開催の第25期定時株主総会において、取締役

（監査等委員を除く）について年額200百万円以内（ただし、使用人分給与は含まな

い）、取締役（監査等委員）について年額30百万円以内と決議いただいております。

当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員を除く）の員数は７名、取締役（監査等

委員）の員数は３名です。

３. 上記には、2023年６月28日開催の第33期定時株主総会終結の時をもって退任した取締

役（監査等委員）１名を含み、無報酬の取締役（監査等委員を除く）１名を除いてお

ります。

④　社外役員に関する事項

イ. 他の法人等の重要な兼職の状況及び当該他の法人等との関係

・取締役（監査等委員）大野長八氏は、大野アソシエーツ代表でありま

す。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

・取締役（監査等委員）宗吉勝正氏は、宗吉勝正税理士事務所所長及び

株式会社上組の社外監査役であります。当社と各兼職先との間には特

別の関係はありません。

・取締役（監査等委員）山本浩二氏は、大阪学院大学経営学部長及び大

阪学院大学大学院商学研究科長であり、テイカ株式会社の社外取締役

（監査等委員）でもあります。当社と各兼職先との間には特別の関係

はありません。

ロ. 会社又は会社の特定関係事業者の業務執行者又は業務執行者でない役

員との親族関係

　該当事項はありません。
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出席状況、発言状況及び

社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役（監査等委員）

大野　長八

当事業年度に開催された取締役会14回の全てに、また、監査等

委員会８回の全てに出席いたしました。

経営者としての豊富な経験と経営に関する幅広い知見から、公

正中立な監督・助言を行っております。また、取締役会におい

て取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言

を行っており、監査等委員会において、当社の内部監査につい

て適宜必要な発言を行っております。

取締役（監査等委員）

宗吉　勝正

当事業年度に開催された取締役会14回のうち13回に、また、監

査等委員会８回のうち７回に出席いたしました。

税理士としての専門的な知識と経験から、財務・会計に関する

客観的・中立的立場での監督・助言を行っております。また、

取締役会において取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保

するための発言を行っており、監査等委員会において、監査結

果についての意見交換等、専門的見地から適宜必要な発言を行

っております。

取締役（監査等委員）

山本　浩二

当事業年度に開催された取締役会14回の全てに、また、監査等

委員会８回の全てに出席いたしました。

大学教授としての専門的な知識と経験から、会計・マネジメン

トに関する客観的・中立的立場での監督・助言を行っておりま

す。また、取締役会において取締役会の意思決定の妥当性・適

正性を確保するための発言を行っており、監査等委員会におい

て、監査結果についての意見交換等、専門的見地から適宜必要

な発言を行っております。

ハ. 当事業年度における主な活動状況

ニ. 責任限定契約の内容の概要

当社と各社外取締役は、当社定款及び会社法第427条第１項の規定に

基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結し

ております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425

条第１項に定める額としております。
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報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 19,300千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の

財産上の利益の合計額
19,300千円

(4) 会計監査人の状況

①　名称 仰星監査法人

②　報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見

積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計

監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③　非監査業務の内容

　該当事項はありません。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必

要があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不

再任に関する議案の内容を決定いたします。

　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定め

る項目に該当すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、

会計監査人を解任します。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員

は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任し

た旨と解任の理由を報告いたします。
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(5) 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制その他会社の業務の適正を確保するための体制

　当社は、内部統制システムを以下のとおり整備しております。

１. 取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

　当社は、信頼される誠実な企業であるために、コンプライアンスの統括

責任者としてコンプライアンス担当取締役を任命し、全社的な取り組みを

横断的に統括するコンプライアンス法務室を総務部の中に設置する。コン

プライアンス・ホットラインによりコンプライアンス体制の整備と問題点

の把握に努め、その運営にあたっては、公益通報者保護法を遵守し、通報

者に不利益がないことを確保する。

２. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　当社は、文書管理・保存に関する統括責任者として担当取締役を任命

し、文書管理規程に基づいて、取締役の職務執行に係る情報その他重要な

情報を文書又は電磁的媒体（以下、文書等という。）に記録し、各々の担

当職務に従い適切に保存しかつ管理する。取締役は、常時、これらの文書

等を閲覧できるものとし、文書管理規程の改定については取締役会の承認

を得るものとする。

３. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社は、会社のリスクに関する統括責任者として担当取締役を任命し、

リスク管理担当取締役を補佐する統括責任部署を総務部とし、組織横断的

リスク状況の監視並びに全社的対応を行う。リスク管理担当取締役は、必

要に応じて全社的リスク管理の進捗状況と内部監査の結果を、取締役会及

び監査等委員会へ報告する。

４. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役会は、取締役の中から各取締役の職務執行の効率性に関する統括

責任者として担当取締役を任命する。担当取締役は、各取締役の職務執行

の効率性に関するレビューを行い、必要に応じてその結果を取締役会へ報

告する。
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５. 当社並びに子会社から成る企業集団（グループ）における業務の適正を

確保するための体制

　当社は、当社及びグループ会社における業務の適正を確保するために、

統括責任者として担当取締役を任命する。子会社を管掌する役員又は本部

長は、当社及びグループ各社間での業務の適正確保に関する協議、情報の

共有化、指示・要請の伝達等を行い、必要に応じて改善策の指導、実施の

支援・助言を行うことができる。子会社を管掌する取締役又は本部長、及

び子会社社長は、各部門の業務の適正を確保する制度の確立と運用の権限

と責任を有する。子会社を管掌する取締役又は本部長は、子会社に対し子

会社の取締役及び従業員の職務の執行に係る事項の当社への報告を求め、

それらが効率的に行われること、法令及び定款に適合することを確保する

とともに、損失の危険を監視し、業務の適正管理に努める。

６. 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び従業員に関する事項

　監査等委員会は、必要に応じて取締役及び管理本部所属の従業員に監査

業務に必要な事項を命令することができるものとする。

７. 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び従業員の他の取締役（監査

等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項

　監査等委員である取締役より監査業務に必要な命令を受けた管理本部所

属の従業員は、その命令に関して、取締役（監査等委員である取締役を除

く。）、管理本部長等の指揮命令を受けないものとする。

８. 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び従業員に対する指示の実効

性の確保に関する事項

　当社は、監査等委員会の職務を補助すべき従業員に関し、監査等委員会

の指揮命令に従う旨を当社の取締役及び従業員に周知徹底する。

９. 当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び従業員、子会社

の取締役、監査役、従業員又はこれらの者から報告を受けた者が当社の

監査等委員会に報告をするための体制

　当社の取締役及び従業員、当社の子会社の取締役、監査役、従業員又は

これらの者から報告を受けた者は、監査等委員会に対して、法定の事項に

加え、当社及びグループ各社に重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施

状況、コンプライアンス・ホットラインによる通報状況及びその内容をす

みやかに報告する。報告の方法については、取締役会と監査等委員会との

協議により決定した方法によるものとする。
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10. 監査等委員会への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利

な取扱いを受けないことを確保するための体制

　当社は、公益通報者保護法を遵守し、監査等委員会への報告を行った通

報者に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを

禁止し、その旨を当社及び子会社の取締役及び従業員に周知徹底し、通報

者に不利益がないことを確保する。

11. 監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限

る。）について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執

行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　当社は、監査等委員がその職務の執行について生ずる費用の前払い等の

請求をしたときは、担当部門において審議のうえ、速やかに当該費用又は

債務を処理する。

12. 監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査等委員会は、必要に応じて各業務執行取締役及び重要な各従業員か

らのヒアリングを行うことができるものとする。また、代表取締役社長、

会計監査人それぞれとの間で定期的に意見交換会を開催することができ

る。監査等委員会の過半数は社外取締役とし、対外透明性を担保するもの

とする。監査等委員会は、独自に意見形成するため、監査の実施にあたり

必要と認めるときは、自らの判断で、法律事務所、公認会計士、コンサル

タントその他の外部アドバイザーを積極的に活用することができる。

13. 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、反社会的勢力排除につき、反社会的勢力隔絶のための対策指針

に明文化する。反社会的勢力対応部署を設置する。対応に際しては、代表

取締役社長以下、組織全体として対応する。反社会的勢力による不当要求

に備えて、平素から、警察、暴力追放運動推進センター、弁護士等の外部

の専門機関と緊密な連携関係を構築する。また、不当要求の際には、民事

と刑事の両面から法的対応を行い、対応する従業員の安全を確保する。反

社会的勢力とは、取引関係を含めて、一切の関係をもたない。また、反社

会的勢力による不当要求は拒絶する。反社会的勢力への資金提供は、絶対

に行わない。反社会的勢力による不当要求が、事業活動上の不祥事や従業

員の不祥事を理由とする場合であっても、事案を隠ぺいするための裏取引

を絶対に行わない。
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②　内部統制システムの運用状況の概要

当社は、内部統制システムを次のとおり運用しております。

１. 取締役会の監督機能を強化し、コーポレート・ガバナンスの一層の充実

を図ることを目的に監査等委員会設置会社の体制を選択しております。

２. 当期は定例を含め14回の取締役会を開催し、経営方針及び経営戦略に係

る重要事項の決定並びに各取締役の業務執行状況の監督を行いました。

３. 全社員に対しては、ウェブシステムによるコンプライアンステストを営

業日に隔日で配信するなど、法令順守に向けた取り組みを継続的に実施

しております。

(6) 会社の支配に関する基本方針

　当社は、財務及び事業の方針の決定を支配する者は、安定的な成長を目指

し、企業価値の極大化・株主共同の利益の増強に経営資源の集中を図るべき

と考えております。

　現時点では特別な買収防衛策は導入いたしておりませんが、今後も引き続

き社会情勢等の変化を注視しつつ弾力的な検討を行ってまいります。

(7) 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題のひとつと位置

付けたうえで、財務体質の強化と積極的な事業展開に必要な内部留保の充実

を勘案し、安定した配当政策を実施することを基本方針としています。今後

も、中長期的な視点にたって、成長が見込まれる事業分野に経営資源を投入

することにより持続的な成長と企業価値の向上並びに株主価値の増大に努め

てまいります。

　当事業年度の期末配当金につきましては、１株につき19円といたしたく、

2024年６月26日開催の当社第34期定時株主総会に付議する予定です。
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（2024年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形、売掛金及び契約資産

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

の れ ん

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

滞 留 債 権

差 入 保 証 金

保 険 積 立 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

6,496,139

5,222,889

1,002,722

100,290

2,673

500

6,135

180,910

△19,985

8,706,624

2,775,429

1,294,613

182,469

1,281,627

16,720

4,131,425

16

3,803,369

328,039

1,799,768

820,394

388,295

64,220

140,642

428,056

8,646

△50,487
　

流 動 負 債 3,439,119

支払手形及び買掛金 9,470

未 払 法 人 税 等 346,679

賞 与 引 当 金 702,341

契 約 負 債 843,944

そ の 他 1,536,683

固 定 負 債 145,428

退職給付に係る負債 78,553

負 の の れ ん 549

そ の 他 66,324

負 債 合 計 3,584,547

純 資 産 の 部

株 主 資 本 11,582,925

資 本 金 989,650

資 本 剰 余 金 2,168,059

利 益 剰 余 金 8,697,275

自 己 株 式 △272,059

その他の包括利益累計額 35,290

その他有価証券評価差額金 35,290

純 資 産 合 計 11,618,215

資 産 合 計 15,202,763 負 債 ・ 純 資 産 合 計 15,202,763

連 結 貸 借 対 照 表
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（ 2023年４月１日から
2024年３月31日まで ）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 14,861,769

売 上 原 価 5,071,299

売 上 総 利 益 9,790,470

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,662,437

営 業 利 益 2,128,032

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,067

有 価 証 券 利 息 6,944

受 取 配 当 金 1,814

受 取 手 数 料 1,621

助 成 金 収 入 1,169

除 斥 配 当 金 受 入 益 717
そ の 他 2,539 15,874

経 常 利 益 2,143,906

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 99

投 資 有 価 証 券 売 却 益 89,264 89,364

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,233,271

法人税、住民税及び事業税 658,714

法 人 税 等 調 整 額 △34,661 624,052

当 期 純 利 益 1,609,218

親会社株主に帰属する当期純利益 1,609,218

連 結 損 益 計 算 書
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（ 2023年４月１日から
2024年３月31日まで ）

（単位：千円）

株 主 資 本
その他の包括利

益累計額
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計
その他有価証
券評価差額金

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 989,650 2,168,059 7,613,389 △271,959 10,499,140 69,057 10,568,198

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － △525,333 － △525,333 － △525,333

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

－ － 1,609,218 － 1,609,218 － 1,609,218

自 己 株 式 の 取 得 － － － △100 △100 － △100

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当連結会計年度変動額(純額)

－ － － － － △33,767 △33,767

当連結会計年度変動額合計 － － 1,083,885 △100 1,083,784 △33,767 1,050,017

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 989,650 2,168,059 8,697,275 △272,059 11,582,925 35,290 11,618,215

連結株主資本等変動計算書
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

・連結子会社の数 １社

・連結子会社の名称 エフアンドエムネット株式会社

(2) 持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

（イ）満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）を採用しております。

（ロ）その他有価証券

・市場価格のない株式等 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

　以外のもの 売却原価は移動平均法により算定）を採用しておりま

す。

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．棚卸資産 当社の商品は月次総平均法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）、連結子会社の仕掛品は個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）によっており、貯蔵品は当社及び

連結子会社とも最終仕入原価法による原価法によって

おります。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産 定率法によっております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附

属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物は定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３～50年

工具、器具及び備品 ２～15年
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ロ．無形固定資産 定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づいております。

ハ．長期前払費用 均等償却によっております。

③ 重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

ロ．賞与引当金 当社及び連結子会社は従業員の賞与支給に充てるた

め、支給見込額に基づき計上しております。

④ 退職給付に係る会計処理の方法

　当社及び連結子会社は、前払退職金、退職一時金及び選択制確定拠出年金を選択できる

制度を採用しております。

　退職一時金については、従業員の退職給付に備えるため、退職給付に係る負債及び退職

給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用

いた簡便法を適用しております。

　確定拠出年金制度については、要拠出額をもって費用処理しております。

⑤　収益及び費用の計上基準

　当社及び連結子会社の、顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な

履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は

以下のとおりであります。

・アカウンティングサービス事業

ⅰ）経理代行サービス

　主に個人事業主である会員顧客に対して経理代行サービスの提供を行っており、サ

ービスの利用回数や従量に対し制約や制限等は無く、当社の履行義務は顧客がいつで

もサービスを利用できる機会を提供することであると判断しております。そのため月

額固定で発生するサービス利用料を各月の収益として計上しております。

ⅱ）業務受託

　税理士事務所から顧客の確定申告に必要な情報確認及び書類回収等の業務を受託し

ております。契約の時点で必要となる履行義務を見積り、当該履行義務の進捗割合に

応じて収益を計上しております。

・コンサルティング事業

ⅰ）情報提供サービス

　会員企業に対して総務経理部門に対する各種の情報提供を行っております。サービ

スの利用回数や従量に対し制約や制限等は無く、当社の履行義務は顧客がいつでもサ

ービスを利用できる機会を提供することであると判断しております。そのため月額固
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定で発生するサービス利用料を各月の収益として計上しております。

ⅱ）補助金申請支援

　「ものづくり補助金」や「事業再構築補助金」をはじめとした各種補助金の申請支

援等における当社の履行義務は、申請書やその他提出書類のチェック及び精度を高め

るためのアドバイス等であり、採択をもって履行義務が充足すると判断しておりま

す。そのため成功報酬については採択発表の属する月に収益を計上しております。

ⅲ）商品仕入販売

　商品の仕入販売において、当社は第三者のために代理人として取引を行っていると

判断しております。そのため顧客から受け取る対価から他の当事者に支払う額を控除

した純額を収益として認識しております。

・ビジネスソリューション事業

ⅰ）コンサルティングサービス

　「経営革新等支援機関推進協議会」等の士業向けコンサルティングを行っておりま

す。サービスの利用回数や従量に対し制約や制限等は無く、当社の履行義務は顧客が

いつでもサービスを利用できる機会を提供することであると判断しております。その

ため月額固定で発生するサービス利用料を各月の収益として計上しております。

ⅱ）ライセンス供与

　「オフィスステーション」シリーズの販売において、販売経路を問わず、ライセン

スを顧客に供与する際の約束の性質がライセンス期間にわたり知的財産にアクセスす

る権利である契約については、一定の期間にわたり収益を認識しております。また、

ライセンスが供与される時点で知的財産を使用する権利を販売する契約については一

時点で収益を認識しております。

　なお、上記の各事業の収益は、顧客との契約に係る取引価格で測定しております。ま

た、取引の対価は履行義務を充足してから概ね１ヶ月以内に受領しており、重大な金融要

素は含んでおりません。

⑥ のれん及び負ののれんの償却方法及び償却期間

　のれん及び2010年３月31日以前に発生した負ののれんの償却については、20年間の定額

法により償却を行っております。

２．表示方法の変更に関する注記

（連結貸借対照表）

　前連結会計年度まで流動負債の「その他」に含めて表示しておりました「契約負債」は、

金額的重要性が増したため、当連結会計年度より、区分掲記しました。

　なお、前連結会計年度の「契約負債」は625,375千円であります。

３．重要な会計上の見積りに関する注記

（固定資産の減損処理）

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

オフィスステーション事業に帰属するソフトウエア　2,847,874千円
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(1)有形固定資産の減価償却累計額 1,493,414千円

株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 15,714,400株 －株 －株 15,714,400株

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社グループは、固定資産のうち減損の兆候がある資産又は資産グループについて、当

該資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を

下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上

しております。

　減損の兆候の把握、減損損失の認識の判定及び測定に利用するビジネスソリューション

事業に属する「企業・士業向けITソリューションの提供」（オフィスステーション事業）

の事業計画においては、人事労務クラウドソフト「オフィスステーション」シリーズの市

場シェア拡大における販売数量の増加、並びに市場需要の変化を見込んだ付加価値商材に

よる販売単価上昇、また人事労務クラウド市場全体の成長を主な仮定としております。

　減損の兆候の把握、減損損失の認識及び測定に当たっては慎重に検討しておりますが、

事業計画や市場環境の変化により、その見積り額の前提とした条件や仮定に変更が生じた

場合、減損処理が必要となる可能性があります。

　なお、当連結会計年度においては減損損失を計上しておりません。

４．連結貸借対照表に関する注記

(2)受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額

は、「９．収益認識に関する注記　(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の

金額を理解するための情報　① 契約資産及び契約負債の残高」に記載しております。

(3)その他（流動負債）のうち、契約負債の金額は、「９．収益認識に関する注記　(3) 当連

結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報　① 契約資産及び

契約負債の残高」に記載しております。

５．連結損益計算書に関する注記

顧客との契約から生じる収益

　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載してお

りません。顧客との契約から生じる収益の金額は、「９．収益認識に関する注記　(1) 顧客と

の契約から生じる収益を分解した情報」に記載しております。

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項
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株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 1,121,789株 42株 －株 1,121,831株

決 議 株 式 の 種 類 配当金の総額
１ 株 当 た り

配 当 額
基 準 日 効力発生日

2023年６月28日

定 時 株 主 総 会
普通株式 248,074千円 17円 2023年３月31日 2023年６月29日

2023年10月13日

取 締 役 会
普通株式 277,258千円 19円 2023年９月30日 2023年12月１日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり

配 当 額
基 準 日 効力発生日

202 4年６月26日

定 時 株 主 総 会
普通株式 利益剰余金 277,258千円 19円 2024年３月31日 2024年６月27日

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の総数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな

るもの

７．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については、短期的な預金や安定的に運用益を確保できる金

融資産に限定し、また、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達し

ております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な

取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

　営業債権である受取手形、売掛金及び契約資産は、顧客の信用リスクに晒されておりま

す。

　有価証券及び投資有価証券は、満期保有目的の債券及び業務上の関係を有する企業の株

式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である未払金及び買掛金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日でありま

す。
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③ 金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、債権管理規程に従い、営業債権について、各事業部門における営業管理部が

主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理す

るとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

連結子会社についても、当社の債権管理規程に準じて、同様の管理を行っております。

　満期保有目的の債券は、資金運用管理規程に従い、格付の高い債券のみを対象として

いるため、信用リスクは僅少であります。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社は、有価証券及び投資有価証券について、定期的に時価や発行体（取引先企業）

の財務状況等を把握し、また、満期保有目的の債券以外のものについては、市況や取引

先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新すると

ともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。連結子会社に

おいても同様の管理を行っております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を

採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

有価証券及び投資有価証券 920,580 900,747 △19,833

　資産計 920,580 900,747 △19,833

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 103

１年以内

（千円）

１年超５年以内

（千円）

５年超10年以内

（千円）

10年超

（千円）

受取手形、売掛金及び契約資産 1,002,722 － － －

有価証券及び投資有価証券

　満期保有目的の債券（社債） 100,000 350,000 300,000 100,000

合計 1,102,722 350,000 300,000 100,000

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2024年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含まれておりません（（注

１）参照）。また、現金は注記を省略しており、「預金」、「受取手形、売掛金及び契約資

産」、「支払手形及び買掛金」、「未払法人税等」は短期間で決済されるため時価が帳簿価

額に近似することから、注記を省略しております。

(注１) 市場価格のない株式等

　これらについては、「有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

(注２) 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

（3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における(無調整の）相場価格により

算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを

用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察ができないインプットを使用して算定した時価
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券

株式 75,632 － － 75,632

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券

　満期保有目的の債券

社債 － 825,115 － 825,115

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時

価を分類しております。

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

（単位：千円）

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

有価証券及び投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されてい

るため、その時価をレベル１の時価に分類しております。一方で、当社が保有している社

債は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、そ

の時価をレベル２の時価に分類しております。
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賃貸収益 賃貸費用 差額
その他

（売却損益等）

賃貸等不動産として使用

される部分を含む不動産
106,370 82,113 24,257 －

連結貸借対照表計上額
当 連 結 会 計

年度末の時価
当 連 結 会 計

年度期首残高

当 連 結 会 計

年 度 増 減 額

当 連 結 会 計

年 度 末 残 高

賃貸等不動産として使用

される部分を含む不動産
2,049,309 31,749 2,081,058 1,900,000

８．賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社グループでは、大阪府において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸オフィスビ

ルを所有しております。なお、当該賃貸オフィスビルの一部については、当社及び一部の

連結子会社が使用しているため、賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産として

おります。

　当連結会計年度における賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する損益

は、次のとおりであります。

（単位：千円）

(注) 賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産には、サービスの提供及び経営管

理として当社及び一部の連結子会社が使用している部分も含むため、当該部分の賃

貸収益は、計上されておりません。なお、当該不動産に係る費用(減価償却費、修繕

費、保険料、租税公課等）については、賃貸費用に含まれております。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

　当該賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する連結貸借対照表計上額、

当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：千円）

(注１) 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額でありま

す。

(注２) 当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は設備投資（96,987千円）であり、主な

減少額は減価償却（65,238千円）であります。

(注３) 当連結会計年度末の時価は、不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額で

あります。
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（注）
１

報告セグメント

その他
（注）２

合計
アカウン
ティング
サービス
事業

コンサル
ティング
事業

ビジネス
ソリュー
ション事

業

不動産賃
貸事業

システ
ム開発
事業

計

① 158,268 1,548,237 1,372,327 － 45,985 3,124,819 60,407 3,185,227

② 4,234,721 4,386,629 2,759,326 － 189,173 11,569,850 3 11,569,853

③ 4,392,990 5,934,866 4,131,654 － 235,159 14,694,670 60,410 14,755,081

④ － － － 106,688 － － － 106,688

⑤ 4,392,990 5,934,866 4,131,654 106,688 235,159 14,801,358 60,410 14,861,769

９．収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。

　当連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

（単位：千円）

（注１） 以下の情報を表しております。

①　一時点で移転される財及びサービス

②　一定の期間にわたり移転される財及びサービス

③　顧客との契約から生じる収益

④　その他の収益

⑤　外部顧客への売上高

（注２） 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、パソコ

ン教室の運営及びFC指導事業等を含んでおります。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　(4) 会計方針に関

する事項　⑤ 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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区分 当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高）

　受取手形 －

　売掛金 793,121

793,121

顧客との契約から生じた債権（期末残高）

　受取手形 －

　売掛金 993,329

993,329

契約資産（期首残高） 19,290

契約資産（期末残高） 9,392

契約負債（期首残高） 625,375

契約負債（期末残高） 843,944

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

①　契約資産及び契約負債の残高

　顧客との契約から生じた契約資産と契約負債の期首残高及び期末残高は、以下のとおり

であります。

（単位：千円）

　契約資産は、期末日時点で完了している契約のうち、進捗度の測定に基づいて認識した

収益にかかる未請求の対価に対する当社グループの権利の残高であります。契約資産は、

対価に対する当社グループの権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に

振替えられます。

　契約負債は主に、当社グループがサービス提供を行う前に顧客から受け取った対価であ

り、期末時点において履行義務を充足していない残高であります。

　当連結会計年度において認識した収益のうち、期首の契約負債残高に含まれていたもの

は、510,492千円であります。

②　残存履行義務に配分した取引価格

　当連結会計年度末における残存履行義務に配分された取引価格の総額は368,327千円で

あり、当社グループは、当該残存履行義務について、履行義務の充足につれて１年から６

年の間で収益を認識することを見込んでおります。

　なお、当初の予想期間が１年以内の契約であるものについては、実務上の便法を適用

し、記載を省略しております。
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(1) １株当たり純資産額 796円17銭

(2) １株当たり当期純利益 110円28銭

期首残高 3,356千円

当連結会計年度の負担に属する償却額 1,684千円

期末残高 5,041千円

10．１株当たり情報に関する注記

11．資産除去債務に関する注記

(1)当該資産除去債務の概要

　当社グループは、東京、名古屋、福岡、仙台、札幌、沖縄地域に支社等として賃借物件

を使用しており、また、近畿圏にてパソコン教室として６店舗の賃借物件を使用しており

ます。これらの不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

(2)当該資産除去債務の金額の算定方法

　当連結会計年度における資産除去債務は、負債計上に代えて、当該賃貸契約に関連する

敷金及び保証金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、そのう

ち当連結会計年度の負担に属する金額を費用に計上する簡便的な方法によっております。

　なお、使用見込期間は15年から20年と見積っております。

(3)当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

12．その他の注記

　連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書に記載の金額は、千円未満を

切り捨てて表示しております。
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（2024年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形、売掛金及び契約資産

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

繰 延 税 金 資 産

滞 留 債 権

差 入 保 証 金

保 険 積 立 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

6,388,084

5,163,559

955,985

100,290

2,673

6,126

113,924

17,703

49,505

△21,684

9,234,205

2,749,528

1,283,543

167,637

1,281,627

16,720

4,703,716

4,636,572

67,144

1,780,960

820,394

89,617

1,710

279,870

64,220

140,642

428,056

6,934

△50,487
　

流 動 負 債 3,450,278

買 掛 金 9,314

未 払 金 930,971

未 払 費 用 376,150

未 払 法 人 税 等 336,293

未 払 消 費 税 等 170,298

契 約 負 債 841,136

預 り 金 162,754

賞 与 引 当 金 606,206

そ の 他 17,153

固 定 負 債 141,402

退 職 給 付 引 当 金 73,186

預 り 保 証 金 68,216

負 債 合 計 3,591,681

純 資 産 の 部

株 主 資 本 11,995,319

資 本 金 989,650

資 本 剰 余 金 2,168,059

資 本 準 備 金 370,149

そ の 他 資 本 剰 余 金 1,797,909

利 益 剰 余 金 9,109,669

そ の 他 利 益 剰 余 金 9,109,669

繰 越 利 益 剰 余 金 9,109,669

自 己 株 式 △272,059

評 価 ・ 換 算 差 額 等 35,290

その他有価証券評価差額金 35,290

純 資 産 合 計 12,030,609

資 産 合 計 15,622,290 負 債 ・ 純 資 産 合 計 15,622,290

貸　借　対　照　表
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（ 2023年４月１日から
2024年３月31日まで ）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 14,648,215

売 上 原 価 4,354,720

売 上 総 利 益 10,293,495

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8,145,245

営 業 利 益 2,148,250

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,064

有 価 証 券 利 息 6,944

受 取 配 当 金 1,814

助 成 金 収 入 1,022

除 斥 配 当 金 受 入 益 717

雑 収 入 1,944 13,508

経 常 利 益 2,161,758

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 89,264 89,264

税 引 前 当 期 純 利 益 2,251,022

法人税、住民税及び事業税 636,207

法 人 税 等 調 整 額 △49,452 586,754

当 期 純 利 益 1,664,268

損　益　計　算　書
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（ 2023年４月１日から
2024年３月31日まで ）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
そ の 他
資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金
合 計

その他利益剰余金 利 益 剰 余 金
合 計繰 越 利 益 剰 余 金

当 期 首 残 高 989,650 370,149 1,797,909 2,168,059 7,970,734 7,970,734

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － － △525,333 △525,333

当 期 純 利 益 － － － － 1,664,268 1,664,268

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － －

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

－ － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － － － 1,138,934 1,138,934

当 期 末 残 高 989,650 370,149 1,797,909 2,168,059 9,109,669 9,109,669

株 主 資 本
評 価 ・ 換 算
差 額 等

純 資 産 合 計

自 己 株 式 株 主 資 本 合 計
そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 △271,959 10,856,484 69,057 10,925,542

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － △525,333 － △525,333

当 期 純 利 益 － 1,664,268 － 1,664,268

自 己 株 式 の 取 得 △100 △100 － △100

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

－ － △33,767 △33,767

当 期 変 動 額 合 計 △100 1,138,834 △33,767 1,105,067

当 期 末 残 高 △272,059 11,995,319 35,290 12,030,609

株主資本等変動計算書

－ 44 －



個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。

②　有価証券

イ．満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）を採用しております。

ロ．その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）を採用して

おります。

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。

③　棚卸資産

・商品 月次総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。

・貯蔵品 最終仕入原価法による原価法を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産 定率法によっております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物は定額法によっており

ます。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ３～50年

工具、器具及び備品 ２～15年

②　無形固定資産 定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づいております。

③　長期前払費用 均等償却によっております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

②　賞与引当金 従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額に基づ

き計上しております。

③　退職給付引当金 当社は、前払退職金、退職一時金及び選択制確定拠

出年金を選択できる制度を採用しております。
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退職一時金については、従業員の退職給付に備える

ため、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、

退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債

務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

確定拠出年金制度については、要拠出額をもって費

用処理しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び

当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりでありま

す。

・アカウンティングサービス事業

ⅰ）経理代行サービス

　主に個人事業主である会員顧客に対して経理代行サービスの提供を行っており、サ

ービスの利用回数や従量に対し制約や制限等は無く、当社の履行義務は顧客がいつで

もサービスを利用できる機会を提供することであると判断しております。そのため月

額固定で発生するサービス利用料を各月の収益として計上しております。

ⅱ）業務受託

　税理士事務所から顧客の確定申告に必要な情報確認及び書類回収等の業務を受託し

ております。契約の時点で必要となる履行義務を見積り、当該履行義務の進捗割合に

応じて収益を計上しております。

・コンサルティング事業

ⅰ）情報提供サービス

　会員企業に対して総務経理部門に対する各種の情報提供を行っております。サービ

スの利用回数や従量に対し制約や制限等は無く、当社の履行義務は顧客がいつでもサ

ービスを利用できる機会を提供することであると判断しております。そのため月額固

定で発生するサービス利用料を各月の収益として計上しております。

ⅱ）補助金申請支援

　「ものづくり補助金」や「事業再構築補助金」をはじめとした各種補助金の申請支

援等における当社の履行義務は申請書やその他提出書類のチェック及び精度を高める

ためのアドバイス等であり、採択をもって履行義務が充足すると判断しております。

そのため成功報酬については採択発表の属する月に収益を計上しております。

ⅲ）商品仕入販売

　商品の仕入販売において、当社は第三者のために代理人として取引を行っていると

判断しております。そのため顧客から受け取る対価から他の当事者に支払う額を控除

した純額を収益として認識しております。
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・ビジネスソリューション事業

ⅰ）コンサルティングサービス

　「経営革新等支援機関推進協議会」等の士業向けコンサルティングを行っておりま

す。サービスの利用回数や従量に対し制約や制限等は無く、当社の履行義務は顧客が

いつでもサービスを利用できる機会を提供することであると判断しております。その

ため月額固定で発生するサービス利用料を各月の収益として計上しております。

ⅱ）ライセンス供与

　「オフィスステーション」シリーズの販売において、販売経路を問わず、ライセン

スを顧客に供与する際の約束の性質がライセンス期間にわたり知的財産にアクセスす

る権利である契約については、一定の期間にわたり収益を認識しております。また、

ライセンスが供与される時点で知的財産を使用する権利を販売する契約については一

時点で収益を認識しております。

　なお、上記の各事業の収益は、顧客との契約に係る取引価格で測定しております。ま

た、取引の対価は履行義務を充足してから概ね１ヶ月以内に受領しており、重大な金融要

素は含んでおりません。

２．重要な会計上の見積りに関する注記

（固定資産の減損処理）

①　当事業年度の計算書類に計上した金額

オフィスステーション事業に帰属するソフトウエア　3,421,178千円

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　①の金額の算出方法は、連結注記表「３．重要な会計上の見積りに関する注記」の内容

と同一であります。
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(1) 有形固定資産の減価償却累計額 1,414,320千円

①　短期金銭債権 9,384千円

②　短期金銭債務 530,458千円

(1) 営業取引高

①　売上高 21,923千円

②　売上原価 106千円

③　販売費及び一般管理費 871,801千円

(2) 営業取引以外の取引高

　　ソフトウエアの取得 1,952,826千円

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 1,121,789株 42株 －株 1,121,831株

繰延税金資産

貸倒引当金 32,573千円

賞与引当金 185,620千円

未払事業税 25,797千円

未払事業所税 3,721千円

未払費用 35,531千円

契約負債 1,092千円

投資有価証券評価損 7,900千円

土地固定資産税等相当額 1,874千円

減価償却超過額 2,414千円

退職給付引当金 22,409千円

その他 1,543千円

繰延税金資産小計 320,479千円

評価性引当額 △35,708千円

繰延税金資産合計 284,770千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △4,899千円

繰延税金負債合計 △4,899千円

繰延税金資産の純額 279,870千円

３．貸借対照表に関する注記

(2) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

５．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種 類
会社等の

名 称

議決権等の所有

（被所有）割合

関連当事者

との関係
取 引 内 容

取引金額

( 千 円 )
科 目

期末残高

( 千 円 )

子 会 社
エフアンドエム

ネット株式会社

所有

直接

100.0％

役員の兼任

ソフトウエアの

取 得 （ 注 ）
1,952,826

未 払 金 530,458
シ ス テ ム

保守料等（注）
871,907

(1) １株当たり純資産額 824円43銭

(2) １株当たり当期純利益 114円05銭

７．リースにより使用する固定資産に関する注記

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

８．関連当事者との取引に関する注記

子会社

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）価格その他の取引条件は、他の外注先との取引条件を勘案し、その都度交渉の上で決

定しております。

９．収益認識に関する注記

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表　９.収益

認識に関する注記」に同一の内容を記載しておりますので注記を省略しております。

10．１株当たり情報に関する注記

11．その他の注記

　貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書に記載の金額は、千円未満を切り捨てて表

示しております。
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指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 平 塚 博 路

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 立 石 浩 将

独立監査人の監査報告書
2024年５月15日

株式会社エフアンドエム

取締役会　御中

仰星監査法人

大阪事務所

　監査意見

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社エフアンドエムの2023年４月１日から2024年３月

31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算

書及び連結注記表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社エフアンドエム及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状

況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に

おける当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我

が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその

他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判

断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示す

ることにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の

職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその

他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の

記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ

と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにあ

る。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を

報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚

偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意

見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結

計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門

家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査

手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分

かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リ

スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す

る。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理

性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠

に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められる

かどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計

算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場

合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日

までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる

可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が

基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証

拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単

独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じてい

る場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について

報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

以　上
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指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 平 塚 博 路

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 立 石 浩 将

独立監査人の監査報告書

2024年５月15日

株式会社エフアンドエム

取締役会　御中

仰星監査法人

大阪事務所

　監査意見

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社エフアンドエムの2023年４月１日から2024

年３月31日までの第34期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個

別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に

おける当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が

国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示す

ることにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の

職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他

の記載内容に対して意見を表明するものではない。

　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記

載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま

た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を

報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を

表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類

等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門

家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査

手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分

かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理

性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に

基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるか

どうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類

等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、

計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入

手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性が

ある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎と

なる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じてい

る場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について

報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2023年４月１日から2024年３月31日までの第34期事業
年度における取締役の職務の執行を監査いたしました。その方法及び結果に
ついて以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事
項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体
制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運
用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。
①　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部

統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等から
その職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求
め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務
及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会
社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応
じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方
針については、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その
内容について検討を加えました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人
から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社
計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応
じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、
計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記
表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしまし
た。

監査等委員会の監査報告
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反

する重大な事実は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び
取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

④　事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配す
る者の在り方に関する基本方針は相当であると認めます。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

常勤監査等委員 本 橋 信 次 ㊞

監 査 等 委 員 大 野 長 八 ㊞

監 査 等 委 員 宗 吉 勝 正 ㊞

監 査 等 委 員 山 本 浩 二 ㊞

2024年５月16日

株式会社エフアンドエム　監査等委員会

（注）監査等委員大野長八、宗吉勝正及び山本浩二は、会社法第２条第15号
及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

　剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

　第34期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の事業展開等を

勘案いたしまして以下のとおりといたしたいと存じます。

①　配当財産の種類

　金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金19円といたしたいと存じます。

　なお、この場合の配当総額は277,258,811円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

　2024年６月27日といたしたいと存じます。
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現 行 定 款 変 更 案

第１条　（記載省略）

（目的）

第１条　（現行どおり）

（目的）

第２条 当会社は、次の事業を営む

ことを目的とする。

１．～29．（記載省略）

第２条 当会社は、次の事業を営む

ことを目的とする。

１．～29．（現行どおり）

（新　設） 30．ふるさと納税に関する企画、シス

テム開発、コンサルティングおよび運

営・管理のためのサービス提供等の業

務

（新　設） 31．地方公共団体の地域活性化事業に

関する企画、システム開発、コンサル

ティング、情報収集および運営・管理

のためのサービス提供等の業務

30．（記載省略） 32．（現行どおり）

第２号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由

　新規事業の創出に伴う事業内容の拡大に備えるため、現行定款第２条（目的）

に定める事業目的を追加するものであります。

２．変更の内容

　変更の内容は、次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）

－ 57 －



候補者
番　号

氏 名
( 生 年 月 日 )

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数

１

再任

もり

森

 

　
なか

中

 

　
いち

一

 

　
ろう

郎

(1961年２月13日生)

　

1990年７月 当社設立
当社代表取締役社長（現任）

2000年９月 エフアンドエムネット株式会社取
締役（現任）

2009年11月 合同会社モリナカホールディング
ス代表社員

2024年３月 株式会社モリナカホールディング
ス代表取締役（現任）

453,600株

（重要な兼職の状況）
エフアンドエムネット株式会社取締役
株式会社モリナカホールディングス代表取締役

【選任理由】
当社の設立以来、代表取締役社長として当社の指揮を執り、株式の上場やグループ経
営の推進など、企業価値向上に資する様々な経営課題に取り組んでまいりました。企
業経営者としての豊富な経験・実績を有するとともに今後も強力なリーダーシップが
期待できることから、引き続き取締役候補者といたしました。

２

再任

こ

小

 

　
ばやし

林

 

　
ひろ

裕

 

　
あき

明

(1961年７月25日生)

　

1991年11月 当社入社
1999年４月 当社エフアンドエムクラブ事業本部長
1999年６月 当社取締役
2001年５月 当社営業全般管掌
2001年10月 当社アウトソーシング事業本部長
2002年４月 当社営業全般管掌
2004年６月 当社常勤監査役
2007年６月 当社取締役
2007年６月 当社エフアンドエムクラブ事業管掌
2008年４月 当社アウトソーシング事業管掌
2008年６月 当社常務取締役
2009年４月 当社営業統括管掌（現任）
2011年６月 当社専務取締役（現任）

85,200株

【選任理由】
アウトソーシング事業（現、アカウンティングサービス事業）及びエフアンドエムク
ラブ事業（現、コンサルティング事業）といった、現在の当社のコア事業における豊
富な経験を有しており、長年に亘り営業管掌として当社の発展に貢献してまいりまし
た。1999年６月から当社の取締役を務め、経営に関する豊富な知見を有しており、今
後も適切な経営判断が期待できるため、引き続き取締役候補者といたしました。

第３号議案　取締役(監査等委員である取締役を除く。)７名選任の件

　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員
（６名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、さら
なる経営体制の強化を図るため取締役１名を増員することとし、取締役７名の選
任をお願いするものであります。
なお、本議案について、監査等委員会において検討がなされましたが、意見は

ございませんでした。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番　号

氏 名
( 生 年 月 日 )

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数

３

再任

おく

奥

 

　
むら

村

 

　
み

美
き

樹
え

江
(1964年１月30日生)

　

1990年７月 当社入社

1991年６月 当社取締役

2001年５月 当社内部監査室室長

2005年４月 当社アウトソーシング事業管掌

2006年６月 当社常務取締役

2008年８月 当社金融法人企画本部長

2009年６月 当社常勤監査役

2011年６月 当社取締役

2012年４月 当社管理本部管掌（現任）

2023年４月 当社常務取締役（現任）

243,900株

【選任理由】

当社の設立とともに入社し、1991年６月から当社の取締役として経営に携わってお

り、また内部監査領域や管理部門の業務を担当するなど、当社の経営改善や業務効率

化に貢献してまいりました。これらの豊富な経験と知見を有することから、当社が今

後も社会的責任を果たし、企業価値向上を実現するうえで適切な人材であると判断

し、引き続き取締役候補者といたしました。

４

再任

た

田

 

　
なべ

辺

 

　
とし

利

 

　
お

夫
(1960年12月７日生)

　

1992年12月 当社入社

1999年４月 当社アウトソーシング事業本部長

1999年６月 当社取締役

2000年４月 当社アウトソーシング事業本部長

2001年５月 当社アウトソーシング事業管掌

2003年４月 当社アウトソーシング事業本部長

兼名古屋支社長

2005年４月 当社管理本部長

2007年６月 当社常勤監査役

2009年６月 当社取締役（現任）

2009年６月 当社管理本部長

2016年４月 当社アカウンティングサービス事

業担当（現任）

22,000株

【選任理由】

当社の創業期より、現在のコア事業であるアウトソーシング事業の陣頭指揮を執って

まいりました。また、総務や法務部門の責任者や監査役を務めた経験から、企業のガ

バナンスに関しても豊富な経験と幅広い知見を有しております。当社グループにおけ

る企業価値の更なる向上を推進するために必要な人材と判断し、引き続き取締役候補

者といたしました。
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候補者
番　号

氏 名
( 生 年 月 日 )

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数

５

再任

はら

原

 

　
だ

田

 

　
ひろ

博

 

　
み

実
(1970年８月28日生)

　

2000年９月 エフアンドエムネット株式会社入社

2001年５月 当社入社

2003年４月 エフアンドエムネット株式会社取締役

2003年４月 当社管理本部長

2005年４月 当社アウトソーシング事業本部長

2006年４月 当社マーケティング統括本部長

2006年６月 当社取締役（現任）

2007年４月 当社タックスハウス事業本部管掌

2010年４月 当社エフアンドエムクラブ事業（現　

コンサルティング事業）担当（現任）

16,300株

【選任理由】

入社以来、アウトソーシング事業をはじめとした多くの部門の責任者を務めるなど、

豊富な経験・実績・見識を有しており、2006年６月からは取締役として経営に携わっ

ております。同氏の事業戦略やマーケティングなどの分野における知見から、今後の

当社グループ企業価値向上に必要な人材であると判断し、引き続き取締役候補者とい

たしました。

６

再任

こ

小
 

　
ばし

橋
 

　
えい

英
 

　
じ

治
（1973年11月14日生）

　

1996年４月 当社入社

当社アウトソーシング事業配属

2000年４月　当社エフアンドエムクラブ事業部

長

2005年４月　当社管理本部経営企画部副部長

2008年８月 当社事業開発本部本部長

2018年４月 当社経営サポート事業本部本部長

（現任）

2022年６月 当社取締役（現任）

8,600株

【選任理由】

現在の当社の基幹事業となる２事業を経験するとともに、複数の事業の立上げにも携

わった実務経験を有しており、2022年６月からは取締役として経営に携わっておりま

す。また、コンサルティング事業に属する経営サポート事業本部では長年管理者とし

て事業運営に従事し、同事業本部を主要な収益基盤の１つに押し上げる等、当社の発

展に大きく貢献してまいりました。これらの経験・能力を全社経営に活かすため、引

き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号

氏 名
( 生 年 月 日 )

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数

７

新任

うえ

上
 

　
えだ

枝
 

　
やす

康
 

　
ひろ

弘
（1975年７月18日生）

　

1998年４月 当社入社

当社アウトソーシング事業配属

2006年４月 当社アウトソーシング事業本部長

2010年４月 当社総務コンサルティング事業（現　

コンサルティング事業）統括本部長

2012年４月 当社SR STATION事業部本部長

2015年６月 エフアンドエムネット株式会社代

表取締役社長（現任）

2022年４月 当社オフィスステーション事業本

部（労務）本部長

11,400株

（重要な兼職の状況）

エフアンドエムネット株式会社代表取締役社長

【選任理由】

アウトソーシング事業をはじめとした現在の当社の基幹事業となる３事業の責任者を

務めるなど、当社の発展に大きく貢献してまいりました。2015年６月からは子会社で

あるエフアンドエムネット株式会社の代表取締役社長として経営に携わっており、豊

富な経験・実績・見識を有しております。これらの経験・能力を全社経営に活かすた

め、新たに取締役候補者といたしました。

（注）各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
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氏 名
( 生 年 月 日 )

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数

再任
社外
独立

やま

山
 

　
もと

本
 

　
こう

浩
 

　
じ

二

(1954年12月28日生)

　

1983年４月 香川大学商業短期大学部講師

1996年１月 大阪府立大学経済学部教授

2013年11月 大阪府入札監視等委員会委員長

2014年６月 テイカ株式会社社外監査役

2014年11月 大阪府指定出資法人評価等審議会会

長

2015年７月 大阪府監査委員

2017年３月 大阪府立大学退職、名誉教授

2017年４月 大阪学院大学経営学部教授（現任）

2019年６月 テイカ株式会社社外取締役［監査

等委員］（現任）

2021年10月 大阪学院大学大学院商学研究科長

（現任）

2022年６月 当社社外取締役［監査等委員］

（現任）

2022年７月 大阪学院大学経営学部長（現任）

－株

（重要な兼職の状況）

大阪学院大学経営学部長

テイカ株式会社社外取締役［監査等委員］

大阪学院大学大学院商学研究科長

【選任理由及び期待される役割の概要】

大学教授としての長年の経験から、会計やマネジメント・システムに関する専門的な

知見を有しております。当該知見を活かして、特に業務の適切性及び会計の適法性に

ついて専門的な観点から取締役の職務執行の監督及び助言等をいただくことが期待で

きるため、引き続き監査等委員である社外取締役候補者といたしました。

また、同氏が選任された場合は、役員報酬等の決定等や役員候補者の選任等について

客観的・中立的立場で関与いただき、取締役会の運営の適正性等についても審議して

いただく予定です。

なお、同氏は、過去に社外役員となること以外の方法での会社の経営に関与された経

験はありませんが、上記の理由により、社外取締役として、その職務を適切に執行で

きるものと判断しております。

第４号議案　監査等委員である取締役１名選任の件

　監査等委員である取締役山本浩二氏は、本総会終結の時をもって任期満了とな
ります。つきましては、監査等委員である取締役１名の選任をお願いするもので
あります。
　なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。

　監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであります。

(注) １．山本浩二氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．山本浩二氏は、監査等委員である社外取締役候補者であります。

３．山本浩二氏は、現在当社の監査等委員である社外取締役でありますが、監査等委員で

ある社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって２年となります。
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４．当社は、山本浩二氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第425条第１

項に定める最低責任限度額を限度として同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する

契約を締結しております。同氏の再任が承認された場合は、当該契約を継続する予定

であります。

５．当社は、山本浩二氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ておりま

す。同氏が再任された場合、当社は引き続き独立役員とする予定であります。

以　上
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［会場］
大阪府吹田市江坂町１丁目23番38号
Ｆ＆Ｍビル７階　大阪本社セミナールーム

株 主 総 会 会 場 ご 案 内

至梅田

新幹線至神戸 至京都
東海道本線

東三国

大阪内環状線

地
下
鉄
御
堂
筋
線

緑地公園

桃山台

名神高速道路
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新
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モノレール 千里中央

大阪中央環状線

江坂

新大阪

大阪空港

大阪内環状線

ビーロット
江坂ビル

新大阪江坂
東急REIホテル

地
下
鉄
御
堂
筋
線
江
坂
駅

三菱
ＵＦＪ銀行

会
場

大同生命
江坂ビル

ドコモ
ショップ

交通のご案内
■地下鉄御堂筋線「江坂駅」②⑥号出口より徒歩約１分

○阪急「大阪梅田駅」、ＪＲ「大阪駅」より地下鉄乗り換え約９分

○ＪＲ「新大阪駅」より地下鉄乗り換え約４分

■大阪国際空港より車で約15分

■モノレール「大阪空港駅」より「千里中央駅」乗り換え約25分

■関西国際空港よりＪＲ特急はるかで「新大阪駅」まで約50分


